
令和３年１１月定例会

議 案 説 明 資 料
予算に関する説明書
（令和３年度１１月補正予算等関係）

警 察 本 部
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令和３年１１月定例会議案説明資料目次

【予算関係】
（一般会計） 警察本部

議案番号 件 名 課名等 頁

議案第１号 令和３年度鳥取県一般会計補正予算（第８号）

１ 債務負担行為に関する調書 ３～４

【予算関係以外】
（議 案）

議案番号 件 名 課名等 頁

議案第１２号 鳥取県警察手数料条例の一部を改正する条例 生活安全 ５～８
企 画 課

（報 告）

報告番号 件 名 課名等 頁

報告第２号 議会の委任による専決処分の報告について

（８）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決 監 察 課 ９
定について（令和３年11月16日専決）

（９）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決 監 察 課 10
定について（令和３年11月16日専決）
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追加

期　　　間 金　　額 期　　　間 金　　額 国庫支出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和３年度
安全運転講習費

会計課 27,986
令和４年度から
令和５年度まで

27,986 27,986

令和３年度
警察証明事務取扱費

会計課 81,184
令和４年度から
令和５年度まで

81,184 81,184

令和３年度
運転免許・認知症等運
転者対策費

会計課 17,542
令和４年度から
令和５年度まで

17,542 17,542

議案第１号

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　　項 課名
前年度末までの支出（見込）額 当該年度以降の支出予定額

左　 の 　財 　源 　内 　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

限度額
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変更分

期　　　間 金　　額 期　　　間 金　　額 国庫支出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補
正
前

16,969 令和４年度 16,969 16,969

補
正

12,375
令和４年度から
令和６年度まで

12,375 12,375

補
正
後

29,344
令和４年度から
令和６年度まで

29,344 16,969 12,375

補
正
前

110,458 令和４年度 110,458 82,000 28,458

補
正

48,448
令和４年度から
令和６年度まで

48,448 48,448

補
正
後

158,906
令和４年度から
令和６年度まで

158,906 82,000 76,906

補
正
前

956
令和４年度から
令和７年度まで

956 196 760

補
正

840 令和４年度 840 420 420

補
正
後

1,796
令和４年度から
令和７年度まで

1,796 616 1,180

補
正
前

47,943
令和４年度から
令和１０年度まで

47,943 47,943

補
正

1,995
令和４年度から
令和６年度まで

1,995 1,995

補
正
後

49,938
令和４年度から
令和１０年度まで

49,938 49,938

補
正
前

152,948
令和４年度から
令和９年度まで

152,948 152,948

補
正

15,074
令和４年度から
令和５年度まで

15,074 14,000 1,074

補
正
後

168,022
令和４年度から
令和９年度まで

168,022 14,000 154,022

補
正
前

8,800
令和４年度から
令和９年度まで

8,800 8,800

補
正

54,879 令和４年度 54,879 54,879

補
正
後

63,679
令和４年度から
令和９年度まで

63,679 63,679

令和３年度
鑑識活動運営費

会計課

令和３年度
交通指導取締費

会計課

令和３年度
交通安全施設整備費
（信号機等整備事業）

会計課

令和３年度
警察財産管理費

令和３年度
一般警察活動・人材育
成費

会計課

会計課

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　　項 課名
前年度末までの支出（見込）額 当該年度以降の支出予定額

左　 の 　財 　源 　内 　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

限度額

会計課
令和３年度
警察職員費
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議案第１２号（条例関係） 生活安全企画課

条

例 鳥取県警察手数料条例の一部を改正する条例

名

等

１ 提出理由

銃砲刀剣類所持等取締法の一部が改正され、クロスボウを所持しようとする者は公安委員

提 会の許可を受けなければならないこととされたこと等に伴い、これらの新たな事務について

新たに手数料を徴収する。

出

２ 概要

理 (1) 次のとおり新たに手数料を徴収する。

手数料
事務の区分

由 単位 金額

ア クロスボウの (ア) 現に許可を受けてクロスボウを所持 １件につき 6,800円

及 所持の許可 する者に対するもの

同時に複数のクロスボウの所持の許可 １件につき 4,300円

び を受けようとする場合の２件目以後の許

可

概 (イ) (ア)に掲げるもの以外のもの １件につき 10,500円

同時に複数のクロスボウの所持の許可 １件につき 6,700円

要 を受けようとする場合の２件目以後の許

可

イ クロスボウの (ア) 現に許可を受けてクロスボウを所持 １件につき 3,000円

取扱いに関する する者に対するもの

講習の実施 (イ) (ア)に掲げるもの以外のもの １件につき 6,900円

ウ 国際競技に参加するため入国する外国人に対するクロスボ １件につき 3,900円

ウの所持の許可

同時に複数のクロスボウの所持の許可を １件につき 1,800円

受けようとする場合の２件目以後の許可

エ クロスボウの (ア) 新たな許可証の交付を伴うもの １件につき 7,200円

所持の許可の更 同時に複数のクロスボウの所持の許可 １件につき 4,800円

新 の更新を受けようとする場合の２件目以

後の許可の更新及び同時にクロスボウの

所持の許可を受けようとする場合の許可

の更新

(イ) 新たな許可証の交付を伴わないもの １件につき 6,800円

同時に複数のクロスボウの所持の許可 １件につき 4,400円

の更新を受けようとする場合の２件目以

後の許可の更新及び同時にクロスボウの

所持の許可を受けようとする場合の許可

の更新

オ クロスボウの射撃練習を行う資格の認定 １件につき 9,300円

同時に複数のクロスボウの射撃練習を行う資格の認定を受 １件につき 5,600円

けようとする場合の２件目以後の認定

(2) 施行期日は、令和４年３月15日とする。

-5-



 

鳥取県警察手数料条例の一部を改正する条例 

 

鳥取県警察手数料条例（平成12年鳥取県条例第38号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（手数料の徴収） 

第２条 次の各号に掲げる事務については、申請そ

の他の行為により当該事務をすることを求める者

から、当該各号に定める額の手数料を徴収する。 

(１)～(22) 略 

(23) 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第

６号。以下「銃砲刀剣類取締法」という。）第

４条第１項の規定に基づく銃砲等又は刀剣類の

所持の許可 次に掲げる区分に応じ、それぞれ

に定める額 

  ア 略 

イ 現に銃砲刀剣類取締法第４条第１項第１号

の規定による許可を受けてクロスボウを所持

している者に対するもの １件につき6,800円

（同時に複数のクロスボウの所持の許可を受

けようとする場合の２件目以後の許可につい

ては、4,300円） 

ウ ア及びイに掲げるもの以外のもの １件に

つき10,500円（同時に複数の銃砲等又は刀剣

類の所持の許可を受けようとする場合の２件

目以後の許可については、6,700円） 

(23の２)・(24) 略 

(24の２) 銃砲刀剣類取締法第５条の３の２第１

項の規定に基づくクロスボウの取扱いに関する

講習の実施 次に掲げる区分に応じ、それぞれ

に定める額 

ア 現に銃砲刀剣類取締法第４条第１項第１号

の規定による許可を受けてクロスボウを所持

している者に対するもの １件につき3,000円 

イ アに掲げるもの以外のもの １件につき

6,900円 

(25)・(25の２) 略 

(26) 銃砲刀剣類取締法第６条第１項の規定に基

づく国際競技に参加するため入国する外国人の

銃砲等又は刀剣類の所持の許可 １件につき

3,900円（同時に複数の銃砲等又は刀剣類の所持

の許可を受けようとする場合の２件目以後の許

可については、1,800円） 

(27) 略 

（手数料の徴収） 

第２条 次の各号に掲げる事務については、申請そ

の他の行為により当該事務をすることを求める者

から、当該各号に定める額の手数料を徴収する。 

(１)～(22) 略 

(23) 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第

６号。以下「銃砲刀剣類取締法」という。）第

４条第１項の規定に基づく銃砲又は刀剣類の所

持の許可 次に掲げる区分に応じ、それぞれに

定める額 

ア 略 

 

 

 

 

 

 

イ アに掲げるもの以外のもの １件につき

10,500円（同時に複数の銃砲又は刀剣類の所

持の許可を受けようとする場合の２件目以後

の許可については、6,700円） 

(23の２)・(24) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(25)・(25の２) 略  

(26) 銃砲刀剣類取締法第６条第１項の規定に基

づく国際競技に参加するため入国する外国人の

銃砲又は刀剣類の所持の許可 １件につき3,900

円（同時に複数の銃砲又は刀剣類の所持の許可

を受けようとする場合の２件目以後の許可につ

いては、1,800円） 

(27) 略 
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(28) 銃砲刀剣類取締法第７条の３第２項の規定

に基づく銃砲刀剣類取締法第４条第１項第１号

の規定による猟銃若しくは空気銃又はクロスボ

ウの所持の許可の更新 次に掲げる区分に応

じ、それぞれに定める額 

ア 猟銃又は空気銃に係る新たな許可証の交付

を伴うもの １件につき7,200円（同時に複数

の猟銃又は空気銃の所持の許可の更新を受け

ようとする場合の２件目以後の許可の更新及

び同時に銃砲刀剣類取締法第４条第１項第１

号の規定に基づく猟銃又は空気銃の所持の許

可を受けようとする場合の許可の更新につい

ては、１件につき4,800円） 

イ クロスボウに係る新たな許可証の交付を伴

うもの １件につき7,200円（同時に複数のク

ロスボウの所持の許可の更新を受けようとす

る場合の２件目以後の許可の更新及び同時に

銃砲刀剣類取締法第４条第１項第１号の規定

に基づくクロスボウの所持の許可を受けよう

とする場合の許可の更新については、１件に

つき4,800円） 

ウ 猟銃又は空気銃に係る新たな許可証の交付

を伴わないもの １件につき6,800円（同時に

複数の猟銃又は空気銃の所持の許可の更新を

受けようとする場合の２件目以後の許可の更

新及び同時に銃砲刀剣類取締法第４条第１項

第１号の規定に基づく猟銃又は空気銃の所持

の許可を受けようとする場合の許可の更新に

ついては、１件につき4,400円） 

エ クロスボウに係る新たな許可証の交付を伴

わないもの １件につき6,800円（同時に複数

のクロスボウの所持の許可の更新を受けよう

とする場合の２件目以後の許可の更新及び同

時に銃砲刀剣類取締法第４条第１項第１号の

規定に基づくクロスボウの所持の許可を受け

ようとする場合の許可の更新については、１

件につき4,400円） 

(29)～(30の４) 略 

(30の５) 銃砲刀剣類取締法第９条の16第１項の

規定に基づく射撃練習を行う資格の認定 １件

につき9,300円（同時に複数の射撃練習を行う資

格の認定を受けようとする場合の２件目以後の

認定については、5,600円） 

(31)～(70) 略 

２ 略 

(28) 銃砲刀剣類取締法第７条の３第２項の規定

に基づく銃砲刀剣類取締法第４条第１項第１号

の規定による猟銃又は空気銃の所持の許可の更

新 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める

額 

ア 新たな許可証の交付を伴うもの １件につ

き7,200円（同時に複数の猟銃又は空気銃の所

持の許可の更新を受けようとする場合の２件

目以後の更新及び同時に銃砲刀剣類取締法第

４条第１項第１号の規定に基づく猟銃又は空

気銃の所持の許可を受けようとする場合につ

いては、１件につき4,800円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 新たな許可証の交付を伴わないもの １件

につき6,800円（同時に複数の猟銃又は空気銃

の所持の許可の更新を受けようとする場合の

２件目以後の更新及び同時に銃砲刀剣類取締

法第４条第１項第１号の規定に基づく猟銃又

は空気銃の所持の許可を受けようとする場合

については、１件につき4,400円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(29)～(30の４) 略 

 

 

 

 

 

(31)～(70) 略 

２ 略 
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附 則 

 この条例は、令和４年３月15日から施行する。 
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報告第２号 監察課

件 議会の委任による専決処分の報告について

（８）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について

名 （令和３年１１月１６日専決）

１ 提出理由

法律上県の義務に属する交通事故による損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定に

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、令和

提 ３年１１月１６日専決処分をしたので、本議会に報告するものである。

２ 概要出

（１）和解の相手方

理 鳥取市 個人

（２）和解の要旨

由 県側の過失割合を１０割とし、県は、損害賠償金１８５，２００円を支払うものとす

ること。

及 （３）事故の概要

ア 事故発生年月日

頃び 令和３年７月６日 午後４時３分

イ 事故発生場所

概 鳥取市南隈地内

ウ 事故の状況

要 鳥取県鳥取警察署所属の職員が、公務のため小型乗用自動車を運転中、和解の相手

方所有の普通乗用自動車に続いて信号待ちで停止していた際、ブレーキの踏み込みが

が不十分であったため前進し、前方で停止していた同車両に追突し、双方の車両が破

損したものである。

＜参考＞

・ 損害賠償額 １８５，２００円

うち、保険支払額１５５，２００円、県費支出額３０，０００円（うち、保険契約に

よる免責額３万円）

・ 県側車両損害額 ０円（修理不要）
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報告第２号 監察課

件 議会の委任による専決処分の報告について

（９）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について

名 （令和３年１１月１６日専決）

１ 提出理由

法律上県の義務に属する交通事故による損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定に

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、令和

提 ３年１１月１６日専決処分をしたので、本議会に報告するものである。

２ 概要出

（１）和解の相手方

理 島根県安来市 個人

（２）和解の要旨

由 県側の過失割合を１０割とし、県は、損害賠償金２９５，５０４円を支払うものとする

こと。

及 （３）事故の概要

ア 事故発生年月日

頃び 令和３年７月１４日 午前９時８分

イ 事故発生場所

概 境港市昭和町地内

ウ 事故の状況

要 鳥取県境港警察署所属の職員が、公務のため小型貨物自動車を運転中、駐車場内で

後退した際、後方の安全確認を怠ったため、駐車していた和解の相手方所有の小型乗

用自動車に衝突し、双方の車両が破損したものである。

＜参考＞

・ 損害賠償額 ２９５，５０４円

うち、保険支払額２６５，５０４円、県費支出額３０，０００円（うち、保険契約に

よる免責額３万円）

・ 県側車両損害額 ６９，２１６円

うち、県費支出額６９，２１６円
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